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社会福祉法人 特別区社会福祉事業団 

 

 概  要  

 

平成2年12月、特別区人事・厚生事務組合（以下「特人厚」という｡）が共同処理してきた直

営の更生施設、宿所提供施設及び宿泊所（当該3種の施設を合わせて「厚生関係施設」という｡）

並びに特人厚が民間の社会福祉法人に委託していた厚生関係施設を一元化し受託運営する目的

のもと、社会福祉法第22条の規定に基づく社会福祉法人として、社会福祉法人特別区人事・厚

生事務組合社会福祉事業団が設立された。 

令和2年度に、法人創立30周年を迎えたことを機に、令和3年4月1日、法人名称を「社会福祉

法人特別区社会福祉事業団」（以下「本事業団」という｡）へ改称した。 

本事業団は、特別区の共同事業としての公的な責任を果たすため、特人厚と連携し、法人設

立以来、次の考えのもと、柔軟かつ合理的な施設経営に努めている。 

(1) 社会福祉の谷間にある要保護者や生活困窮者、路上生活者に対して施設における支援体制

を拡充し、利用者の社会復帰を促進させるため、施設の連携と弾力的運用を図る。 

(2) 急激な社会経済情勢の変化等に伴う福祉ニーズに対応するため、利用対象者の拡大と施設

の効率的活用に努める。 

(3) 特別区共有の貴重な社会資源として、施設の社会化を図り、専門機能を活かした地域への

サービスの提供、社会福祉実習生やボランティアの積極的な受入れなど、地域社会に開か

れた施設を実現する。 

 

〔沿 革〕 

平成 2年12月   設立 

   3年 4月   更生施設本木荘 他10施設受託 

   4年 1月   更生施設けやき荘受託 

     4月   宿所提供施設千歳荘他4施設受託 

   5年 4月   更生施設塩崎荘（宿所提供施設併設）受託 

    11月   宿泊所高浜荘受託、同建物内に法人本部を設置 

   7年 4月   更生施設淀橋荘（宿泊所併設）受託 

   9年 4月   更生施設浜川荘受託 

  11年 5月   更生施設千駄ヶ谷荘（宿泊所転換）受託 

  14年 3月   宿泊所南千住荘の受託廃止 

15年 4月      保護施設通所事業を開始 

             更生施設浜川荘及び宿泊所3施設の受託廃止 

宿泊所淀橋荘の施設種別を宿所提供施設へ変更 

  16年 4月   宿泊所江東荘他5施設の受託廃止 

  17年 8月   路上生活者緊急一時保護センター千代田寮受託 

    11月   路上生活者自立支援センター中央寮受託 

  18年 4月   指定管理者制度で更生施設、宿所提供施設、宿泊所の計13施設を受託 

中核施設の入所相談窓口業務を特人厚厚生部業務課（ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ）に変更 

   第1ブロック巡回相談センター受託 

バックアップセンターからの一部業務受託 
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   サポートセンター事業組合に参加、経営管理課分室設置 

  18年 6月   理事会で評議員会設置等を内容とする定款変更決定 

  19年 4月   新宿区地域生活安定促進事業受託 

   19年 6月   改修工事に伴い、けやき荘、千歳荘が事業休止、淀橋荘は、けやき荘改修

期間中、淀橋荘女性更生部を開設し、けやき荘利用者の一部受入れ 

   19年 7月   けやき荘において近隣マンションの2室を借り上げ、通所事業開始 

   20年10月   更生施設けやき荘事業再開 

  21年 4月      指定管理者制度で宿所提供施設葛飾荘を受託 

宿所提供施設千歳荘事業再開 

   21年12月   千代田寮で緊急一時宿泊事業を受託 

   22年 2月   宿所提供施設塩崎荘閉鎖 

   22年 6月   自主運営の母子生活支援施設のぞみ荘事業開始 

   22年 8月   緊急一時保護センター千代田寮廃止、新型自立支援センター港寮を受託 

   22年 9月   自立支援センター中央寮廃止 

   22年11月   サポートセンター事業組合解散 

   23年 4月   更生施設新塩崎荘を受託、江東区生活自立支援事業を受託 

   24年 4月   自主運営の障害福祉サービス事業みのり舎事業開始 

   25年 3月   本木荘が改修工事に伴い事業休止 

   25年 4月   本木荘において、近隣マンションの居室を借り上げ、通所事業開始 

   26年 9月   更生施設塩崎荘が建て替えに伴い、事業休止 

   26年10月   更生施設本木荘事業再開 

   26年11月   宿泊所綾瀬荘が建て替えに伴い事業休止 

   27年 2月   事業団立塩崎荘建築工事に着工（～28年2月） 

   27年 8月   自立支援センター港寮廃止、自立支援センター新宿寮を受託 

   28年 4月   事業団立更生施設塩崎荘開設(江東区就労支援センター併設) 

 指定管理者制度で更生施設しのばず荘を受託 

   29年 3月   「長期計画・人材育成計画(平成29年度～平成38年度)」を策定 

   29年 4月   新宿区宿泊所等入所者相談援助事業を受託 

 新宿寮において居宅支援事業(モデル事業)を受託 

 塩崎荘で通所事業開始 

   29年 6月   宿泊所綾瀬荘事業再開 

   29年 9月      法人本部をカナルサイド高浜から新塩崎荘内へ仮移転 

   29年12月   宿泊所高浜荘が建て替えに伴い事業休止 

   30年 4月   江東区まなびサポート事業を受託 

   31年 4月   子ども支援機能事業（宿所提供施設小豆沢荘、西新井栄荘）開始 

宿所提供施設千歳荘の施設種別を宿泊所に変更 

          江東区就労支援センター受託終了 

  令和2年 4月   宿泊所新幸荘の施設種別を宿所提供施設に変更 

特定被保護者入所調整事務円滑化事業を受託 

    2年 7月   無料低額宿泊所の入居者等の感染拡大防止のための一時滞在場所確保事業

を受託（～令和3年3月末） 

    2年 8月   自立支援センター新宿寮廃止、自立支援センター千代田寮を受託 

 

 

や 

    3年 4月   法人名称を「社会福祉法人特別区社会福祉事業団」へ改称 

港区立母子生活支援施設メゾン・ド・あじさいの指定管理者として事業開

始 

    6年 3月   自主運営の障害福祉サービス事業みのり舎事業終了 

6年 4月   新宿区生活保護受給者地域生活自立支援事業（新宿生活さぽーとセンター

さんぽっと）受託 

7年 3月   更生施設・宿所提供施設淀橋荘が建て替えに伴い、事業終了 

7年 4月   更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設通所事業利用者の継続支援事業を受託 

 

 

 機  構  

 

１ 概 説 

 本事業団には、理事長及び理事が置かれ、理事会を構成している。 

 また、2人の監事が業務の執行及び財産状況を監査している。平成18年度から評議員会を設

置し、平成28年度からは社会福祉法の改正に伴い、評議員選任・解任委員会を設置している。 

組織は、効果的な運営を図るため、更生施設等が中核となり、その傘下の施設をブロックに

編成し、また、ブロックに準ずるものとして母子生活支援施設、路上生活者対策事業を設けて

いる。 

 

組織図（令和7年4月1日現在） 

 

                    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇本部ブロック 

 経営企画課 

包括的施設支援事業 
特定被保護者入所調整事務円滑化事
業 
更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設
通所事業利用者の継続支援事業 
淀橋荘保安管理業務 

◇塩崎荘ブロック 

 更生施設 塩崎荘 

江東区生活自立支援事業(福祉事務所) 

江東区まなびサポート事業(福祉事務

所) 

◇本木荘ブロック 

 更生施設 本木荘 

宿所提供施設 西新井栄荘 

宿泊所 綾瀬荘 

更生施設 けやき荘  

◇千駄ヶ谷荘ブロック 

更生施設 千駄ヶ谷荘 

宿泊所 千歳荘 

新宿区地域生活安定促進事業(福祉事務

所) 

◇新塩崎荘ブロック 

更生施設 新塩崎荘 
宿所提供施設 新幸荘 

◇しのばず荘ブロック 

更生施設 しのばず荘 

宿所提供施設 葛飾荘 

宿所提供施設 小豆沢荘 

◇のぞみ荘ブロック 

母子生活支援施設  
のぞみ荘 

新宿区生活保護受給者地域生活自立支援事業 

新宿生活さぽーとセンターさんぽっと 

母子生活支援施設 
メゾン・ド・あじさい  

路上生活者自立支援 
センター 千代田寮  
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    3年 4月   法人名称を「社会福祉法人特別区社会福祉事業団」へ改称 

港区立母子生活支援施設メゾン・ド・あじさいの指定管理者として事業開

始 

    6年 3月   自主運営の障害福祉サービス事業みのり舎事業終了 

6年 4月   新宿区生活保護受給者地域生活自立支援事業（新宿生活さぽーとセンター

さんぽっと）受託 

7年 3月   更生施設・宿所提供施設淀橋荘が建て替えに伴い、事業終了 

7年 4月   更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設通所事業利用者の継続支援事業を受託 

 

 

 機  構  

 

１ 概 説 

 本事業団には、理事長及び理事が置かれ、理事会を構成している。 

 また、2人の監事が業務の執行及び財産状況を監査している。平成18年度から評議員会を設

置し、平成28年度からは社会福祉法の改正に伴い、評議員選任・解任委員会を設置している。 

組織は、効果的な運営を図るため、更生施設等が中核となり、その傘下の施設をブロックに

編成し、また、ブロックに準ずるものとして母子生活支援施設、路上生活者対策事業を設けて

いる。 

 

組織図（令和7年4月1日現在） 
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更生施設 けやき荘  
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更生施設 千駄ヶ谷荘 

宿泊所 千歳荘 
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宿所提供施設 小豆沢荘 

◇のぞみ荘ブロック 
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２ 理事会 

 理事会は業務執行に関する意思決定機関で、12人の理事で構成している。決定事項は事業計

画・予算の承認、事業報告・決算の承認、評議員選任候補者の推薦、規程の制定・改廃等であ

り、年5回の定例的な開催のほか、必要に応じて臨時に開かれる。 

 

３ 評議員会 

 評議員会は、法人運営に係る重要事項の議決機関で、学識経験者、法律専門家、就労支援関

係者、23区の地域福祉推進団体代表（区社会福祉協議会事務局長のうち10人）の13人で構成し

ている。決定事項は、役員（理事・監事）の選任、計算書類・財産目録の承認、定款変更等で

あり、年1回の定例的な開催のほか、必要に応じて臨時に開かれる。 

 

４ 評議員選任・解任委員会 

  評議員選任・解任委員会は、外部委員2人、監事1人、事務局員1人の4人で構成している。理

事長の招集のもと、委員会を開催し、評議員の選任・解任を行う。 

 

５ 役員及び職員 

 本事業団の役員は、理事長、副理事長、常務理事各1人を含めた12人の理事、2人の監事で構

成している。任期は、選任後2年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までである。評議員は13人で、任期は選任後4年以内に終了する会計年度のう

ち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までである。 

 (1) 理事長・理事 

 理事長は、理事会で選定する。本事業団を代表し法人の業務を統轄する。 

 理事は、次のアからキの区分により推薦する者を評議員会が選任し、理事長が委嘱してい

る。なお、副理事長及び常務理事は、理事の中から理事会で選定する。 

ア 区長・副区長経験者等 1人 

イ 特人厚関係者 2人 

ウ 事業団常勤職員 1人 

エ 地域福祉関係者 3人 

オ 学識経験者 3人 

カ 特別区福祉行政関係者（福祉主管部長会会長） 1人 

キ 施設長代表 1人 

 (2) 監 事 

 監事は、次のア、イの区分により推薦する者を評議員会で選任する。 

ア 社会福祉法人の財務諸表等を監査しうる者 1人 

イ 社会福祉事業について学識経験を有する者 1人 

(3) 評議員 

 評議員は、23区の地域福祉推進団体代表等13人を理事会で推薦し、評議員選任・解任委員

会で選任する。 

  ア 23区の地域福祉推進団体代表（区社会福祉協議会事務局長） 10人 

  イ 学識経験者   1人 

  ウ 法律専門家   1人 

  エ 就労支援関係者                       1人 
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(4) 理事会開催状況（令和６年度） 

  第1回 令和6年4月20日 理事長の選定について 

 業務執行理事の選定について など 

  第2回 令和6年6月6日 令和5年度事業報告(案)及び決算(案)の承認について 

 令和6年度定時評議員会(第3回評議員会)の開催について など 

  第3回 令和6年6月25日 評議員選任・解任委員会委員の選任について 

  第4回 令和6年11月26日 収支予算第二次補正予算（案）について  

第5回 令和7年2月21日 令和7年度事業計画書及び収支予算書(案)について など 

  第6回 令和7年3月21日 令和7年度事業計画書の変更（案）について 

令和7年度収支予算の第一次補正予算（案）について など 

            

(5) 評議員会開催状況（令和６年度） 

  第1回 令和6年4月18日 理事の選任について 

定款の一部変更について 

第2回 令和6年5月17日 理事の選任について 

  第3回 令和6年6月25日 令和5年度決算に係る計算書類及び財産目録の承認について 

など 

 

(6) 評議員選任・解任委員会開催状況（令和６年度） 

  第1回 令和6年5月9日 評議員の選任について 
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(7)  事業団職員職種別構成（令和7年4月1日現在） 

区 分 

事務局 更生施設 
宿所提供 

施設 
宿泊所 路上対策 

母子生活 

支援施設 

合  計 

経営企画課 

 

本木荘 

けやき荘 

塩崎荘 

新塩崎荘 

千駄ヶ谷荘 

しのばず荘 

西新井栄荘

小豆沢荘 

葛飾荘 

新幸荘 

 

綾瀬荘 

千歳荘 

 

千代田寮 のぞみ荘 

メゾン・

ド・あじさ

い 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

常
用
常
勤
・
有
期
常
勤 

非
常
勤
・
パ
ー
ト 

合 

計 

部長級 1            1  1 

課長級 5  9      2  2  18  18 

係長級 5  6  4  2  1  2  20  20 

事務員 26  6  4    1  2  39  39 

指導員   38 2 8  5  17  16  84 2 86 

看護師  1 8 2     1 1   9 4 13 

栄養士   6          6  6 

通所事業職員   15 4         15 4 19 

生活相談員  11    6  1  6  1  25 25 

職業相談員               0 

心理相談員               0 

夜間支援員    25      5  8  38 38 

作業等パート  1  1        3  5 5 

嘱託医    14        2  16 16 

合 計 37 13 88 48 16 6 7 1 22 12 22 14 192 94 286 

注1 事務局には特人厚から派遣の課長1名、更生施設には特人厚から派遣の指導員1名をそれぞれ含む。 

 2 事務局には福祉事務所事業等の係長級2名、指導員13名、生活相談員8名を含む。 

 3 更生施設には副所長（課長級）3名を含む。 

 4 路上対策（千代田寮）には副所長（課長級）1名を含む。 

 5 路上対策(千代田寮)の夜間支援員(5人)は「夜間相談員」である。 

 

 

１ 概 説 

本事業団の財源は、生活保護法に基づく保護施設（更生施設、宿所提供施設）の措置費を含

めた、特人厚からの指定管理料収入、委託料が主なものである。 

法人の基本財産として特人厚から17,000,000円が出資されている。 

本事業団の会計は、社会福祉法人会計基準（平成12.2.17厚生労働省通知）により、本部、

各施設、特定の事業ごとに経理区分を設けて処理してきたが、平成23年7月に新たな「社会福

祉法人会計基準」が制定されたことを受け、平成26年度収支予算から新会計基準を適用した予

算を策定し、経理規程の一部改正を行い、平成26年4月1日から施行している。 
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２ 令和７年度予算（事業団全体）                    （単位：千円） 

区分 ７年度予算額 ６年度予算額 増△減額 増△減率（%） 

収
入 

生 活 保 護 事 業 収 入 1,471,606 1,669,995 △198,389 △13.4％ 

児 童 福 祉 事 業 収 入 198,076 203,675 △5,599 △2.8％ 

就 労 支 援 事 業 収 入 0 0 0 0.0 

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ等事業収入 0 0 0 0.0 

そ の 他 の 受 託 事 業 収 入 450,429 637,306 △186,877 △41.5％ 

受 取 利 息 配 当 金 収 入 74 75 △1 △1.4％ 

そ の 他 の 収 入 19,142 19,516 △374 △1.9％ 

施 設 整 備 等 補 助 金 収 入 0 0 0 0.0 

設 備 資 金 借 入 金 収 入 0 0 0 0.0 

積 立 資 産 取 崩 収 入 88,315 20,000 68,315 77.3％ 

繰 越 金 取 崩 収 入 0 0 0 0.0 

計 2,227,642 2,550,567 △322,925 △14.5％ 

支
出 

人 件 費 支 出 1,347,891 1,415,613 △67,722 △ 5.0％ 

事 業 費 支 出 402,771 524,931 △122,160 △30.3％ 

事 務 費 支 出 479,031 511,890 △32,859 △6.8％ 

就 労 支 援 事 業 支 出 0 0 0 0.0 

そ の 他 の 支 出 4,840 24,677 △19,837 △409.8％ 

設備資金借入金元金償還支出 0 0 0 0.0 

固 定 資 産 取 得 支 出 3,125 660 2,465 78.8％ 

その他の施設整備等による支出 0 0 0 0.0 

積 立 資 産 支 出 28,600 18,600 10,000 34.9％ 

計 2,266,258 2,496,371 △230,113 △10.1％ 

 

 

 

 

令和7年度に特人厚から指定管理を受けている厚生関係施設は、更生施設5施設、宿所提供施設4施設

及び宿泊所2施設の計11施設である。 

また、福祉施設の社会化の一環として、保護施設通所事業（更生施設等を退所し、地域生活を開始

した利用者を対象に更生施設機能を活用した自立生活支援事業）などに積極的に取り組んでいる。 

指定管理以外の受託事業では、東京都と特別区の共同事業である路上生活者対策事業において平成

27年8月から令和2年8月まで「路上生活者自立支援センター新宿寮」を、令和2年8月から「同千代田寮」

を、また、平成31年4月からは支援付地域生活移行事業をそれぞれ受託運営している。 

特人厚からは、包括的施設支援事業のうち、地域生活移行支援などの事業のほか、令和2年度からは

入院中の更生施設への利用申込者（特定被保護者）を対象として出張調査等を行う「特定被保護者入

所調整事務円滑化事業」を受託している。新宿区、江東区からは福祉事務所サポート事業を受託し、

区役所内でも事業を進めている。平成30年度からは江東区から新たに「まなびサポート事業」を受託

した。また、「港区立母子生活支援施設メゾン・ド・あじさい」の指定管理者に選定され、令和3年4月

から、その運営を担っていくこととなった。 

本事業団の自主事業としては、平成22年6月に「母子生活支援施設のぞみ荘」を運営開始し、新宿区、

近隣の施設と連携しながら実績を積み上げてきている。平成28年4月に開設した事業団立更生施設塩崎

荘では、直営施設の特徴を生かし、様々な事業や柔軟な利用者支援を行っている。 

事 業 

- 173 -






